
令和６年度地域医療介護総合確保基金事業の実施状況

98,532

1 地域医療構想推進事業
・地域医療構想を達成するため、医療機関等が行う回復期等への転換や事業縮小に係る施設・設備整備、地域連携等に係る
検討の費用に対して支援する。
・地域医療構想調整会議で活用する医療提供体制のあり方に係る調査・分析等を行う。

【施設及び設備の整備】
・事業主体　医療機関
・補助率 　　1/2

68,333

３医療機関が施設・設備整備を実施
⇒
病床機能報告における回復期病床数
　928床（H26）→1,750床（R5）　（822床増）

2
医療機能分化・連携推進地
域移行支援事業

病院関係者やケアマネジャー、訪問看護師等多職種のネットワーク化を推進するため、拠点となる支援センターの設置に対して
支援する。また、センターと連携し、実際に各地域で活動を行う地域活動拠点の機能強化等に支援することにより、慢性期病床
の入院患者の在宅移行を促進する。

【センターの設置】
・事業主体　県看護協会
（委託事業）
【地域活動拠点機能強化等】
・事業主体　地域活動拠点(訪問看護st)
・補助率　1/2

25,933

退院支援等相談対応　280件（R6）
⇒
病床機能報告における慢性期病床数
　2,348床（H26）→1,818床（R5）　（530床減）

3
医療機能多職種連携促進事
業

医療や介護等関係職種の調整役を担う看護師を養成するとともに病院等での活躍の場の拡大や周知を図り、多職種間の連携
を強化する。

・事業主体　県看護協会
（委託事業）

2,207

トータルサポートマネジャー　73人（R6）
⇒
病床機能報告における慢性期病床数
　2,348床（H26）→1,818床（R5）　（530床減）

4
地域医療連携推進総合拠点
事業

病院関係者やかかりつけ医、ケアマネジャー等多職種からの相談に対応できる総合相談窓口を設置することにより、医療・介護
連携を推進する。

・事業主体　県医師会
・補助率 　　10/10

2,059

①介護支援専門員を対象とする研修会の実施（16名参加）
②在宅医療総合支援事業連絡会議の実施（1回）
⇒
・在宅療養支援病院数・診療所数
   77箇所（R5）→87箇所（R7.4.1現在）
・研修を受けた主任介護支援専門員
　17名（R5）→16名（R6）

66,120

5 単独支援給付金支給事業
医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編の実施に伴い、減少する病床数に応じた給
付金を支給する。

・事業主体　①しもべ病院　②峡南病院 66,120

対象医療機関数　２医療機関（R6年度）
⇒
・急性期病床：４０床→２５床（△１５床）
・慢性期病床：８５床→６８床（△１７床）

59,569

6
在宅医療推進協議会設置事
業

県医師会及び地区医師会における在宅医療に取り組む医師及び多職種からなる協議会の設置、地域及び全県における在宅
医療の課題の検討、研修会等の開催に対し支援を行う。

・事業主体　県医師会
・補助率 　　10/10

1,088

全県及び4地域で在宅医療推進協議会や研修会を開催（オンライン開催の場合を含む）
⇒
在宅療養支援病院数・診療所数
　77箇所（R5）⇒　87箇所（R7.4.1現在）

7
在宅医療チーム形成促進事
業

在宅医療チームの形成を促進することにより、在宅患者への適切なサポート体制を構築するとともに、在宅医療を提供する医
師の増加を図るため、複数のかかりつけ医や多職種が連携した研修会の開催等を支援する。

・事業主体 在宅療養診療所、在宅医療
に取り組む診療所等
・補助率　10/10

372

在宅医療チームが行うグループ活動　2グループ
⇒
在宅療養支援病院数・診療所数
　77箇所（R5）⇒　87箇所（R7.4.1現在）

8
在宅歯科医療連携室整備事
業

歯科医療連携室を設置し、①医科・介護等との連携・調整、②在宅歯科医療希望者への歯科医師紹介、③在宅歯科医療機
器の購入・貸出等を行うとともに、住民や医科、介護関係者等からなる推進協議会等を設け、事業の評価・検討を定期的に行
い業務の効率化を図る。

・事業主体　県歯科医師会
（委託事業）

3,845

在宅歯科医療連携室の設置・運営　１箇所
⇒
・在宅療養支援病院数・診療所数
　77箇所（R5）⇒　87箇所（R7.4.1現在）
・訪問歯科相談窓口対応件数
　60件（R5）→　38件（R6）
・在宅歯科医療機器貸出日数
　延べ7,443日（R5）→　7044日以上（R6）

実績
※ R7.7末現在で判明しているもの

区分Ⅰ－１．病床の機能分化・連携の推進

区分Ⅱ．在宅医療の充実

事業
番号

事業名 事業概要
R6基金
執行額
（千円）

区分Ⅰ－２．病床の機能再編

資料１－１
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9
在宅医療広域連携等推進事
業

県内各保健福祉事務所において在宅医療の多職種関係者の連携会議を開催する。 ・事業主体　県 280

連携会議の開催（４圏域×1回ずつ）
※新型コロナ感染防止のため、オンライン開催やハイブリッド開催を含む。
⇒
在宅療養支援病院数・診療所数
　77箇所（R5）⇒　87箇所（R7.4.1現在）

10 訪問看護推進事業

・県内の在宅医療の推進を図るため、医療機関･訪問看護ステーション・居宅介護支援事業所、市町村、保健所等で構成する
訪問看護推進協議会で、訪問看護に関する課題や対策等を協議する。
・県民や看護職、支援関係者を対象に、在宅医療の推進に不可欠な訪問看護の充実を図るため、研修・普及啓発等を実施す
る。

・事業主体　県看護協会等
（委託事業）

284

・ 訪問看護推進協議会の開催回数
　（訪問看護ステーションの特定行為研修に係る調査を実施）
・ 訪問看護ステーション・医療機関に勤務する看護師相互研修の受講者数（8人修了）
・ 訪問看護管理者研修の参加者数（26人修了）
⇒
24時間体制をとっている訪問看護ステーション数
　51施設（R3）→ 82施設（R7.4現在）

11
医療と生活をつなぐ看護人材
育成事業

在宅療養者の抱える問題に対応できる人材を育成するための研修や、訪問看護師の養成研修・教育研修等を実施する。
・事業主体　県看護協会
（委託事業）

3,686

・訪問看護師動機付け研修（受講者5人）
・新人訪問看護師教育研修（5人修了）
・新人訪問看護師採用育成支援研修（8人修了）
・訪問看護師養成研修（25人修了）
⇒
24時間体制をとっている訪問看護ステーション数
　51施設（R3）→ 82施設（R7.4現在）

12
在宅医療連携拠点形成促進
事業

在宅医療へ新規参入の促進のための研修会の開催や、参入意欲を有する医療機関に対しアドバイザーの派遣等の個別支援
を行う。また、各地域において24時間対応が出来る緊急時体制の構築に向けた取組を支援する。

・事業主体　県 30,341

アドバイザー派遣等要請施設数　18施設（R6）
⇒
・在宅療養支援病院数・診療所数
　77箇所（R5）⇒　87箇所（R7.4.1現在）
・アドバイザーの派遣を受けた医療機関において「在宅患者が増加」もしくはより高い診療報酬が
受けられる状態になった医療機関数　9カ所（R5）→14カ所（R6）

13
医療的ケア児支援センター
運営事業

医療的ケア児者及びその家族を包括的に支援する体制を整備するため、医療的ケア児支援センターの設置・運営等を行う。
・事業主体　国立病院機構甲府病院
（委託事業）

14,712
医療的ケア児支援センターの設置数　２
⇒
年間相談対応件数　285件（R6年度）

14
医療型短期入所事業所整備
促進事業

医療的ケア児者の地域生活を支える医療型短期入所事業所のニーズに対して、十分な事業所数が確保できていないことか
ら、新たに医療型短期入所事業所を開設する医療法人等に対し、備品購入等に係る経費の支援を行う。

・事業主体　医療法人
・補助率 　　3/4

3,152

医療型短期入所事業所の新規開設数　12施設
　　中北医療圏　4施設（R3）→6施設（R6年度末）
　　峡東医療圏　0施設（R3）→1施設（R6年度末）
　　峡南医療圏　0施設（R3）→0施設（R6年度末）
　　富士・東部医療圏　1施設（R3）→5施設（R6年度末）
⇒
医療型短期入所の月平均実利用者数
　　25.6人（R2年度）　　　　→　　　54.6人（R6年度）
在宅医療的ケア児者の13.6％　　　　　同24.8％

15
在宅透析患者の医療提供体
制強化事業

県協議会及び各保健所圏域での連携推進会議、研修会、実態調査、災害時透析情報共有システム導入、患者教育教材及
び手引き作成事業を行う。

・事業主体　山梨県透析医会
・補助率　10/10

1,809

県協議会および各医療圏域での連携推進会議開催
　0回/年（R5）→　７回/年（R6）
⇒
・透析患者への教育を実践する施設の数：0施設⇒３４施設(R6年度）
・災害時透析情報共有システム導入施設数：0施設⇒３４施設(R6年度）

792,913

16
地域医療支援センター運営
事業

・医師の地域偏在の解消と定着を図るため、医師のキャリア形成支援と一体的に医師不足病院の医師確保を支援する。
・県内の医師不足状況の把握分析を進めるとともに、若手医師を地域の医療機関に誘導するため、地域枠医学生等に対する
面談等を実施する。
・地域の医療機関における研修体制を整備するため、臨床研修指導医講習会を開催するとともに、若手医師を対象とした講習
会を実施する。

・事業主体　山梨大学
（委託事業）

20,966

地域医療支援センターの運営
・地域枠医学生等への面談者数　　　　36人
・地域医療機関への斡旋等医師数　　　10人
・臨床研修指導医講習会の開催　　　　1回（19人）
・若手医師医療技術向上研修会の開催　1回（67人）
⇒
修学資金の貸与を受けた医師の県内勤務者数（就業義務年限内）
266人（R5）→ 205人（R6）

区分Ⅳ　医療従事者の確保・養成
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17 医師派遣推進事業 医師派遣調整検討委員会における協議を踏まえ、医師不足病院に対し医師派遣を行う山梨大学の運営等に対し支援する。
・事業主体　山梨大学
(医師派遣調整検討委員会開催は委託)
・補助率 　　10/10

75,000

派遣医師数　10人
⇒
医師の確保を特に図るべき区域等に所在する病院への医師派遣決定数　10名（R5）→　10名
（R6）

18
医療勤務環境改善支援セン
ター運営事業

医療機関における勤務環境改善の自主的な取組を支援するためのセンターを設置し、マネジメントシステムの普及・導入支援、
相談対応、情報提供等を実施する。

・事業主体　県 621

医療勤務環境改善支援センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数　0施設
⇒
医療施設従事医師数
　1,924人（H28）→ 2,068人（R4）
就業看護職員数（常勤換算後）
　 10,350.1人（R4） → 10,354.4人（R6）
ナースセンターに届出を行っている離職者数（実人数）
　400人（R5） → 338人（R6）

19 医学生等体験研修事業
在宅医療に取り組む医療従事者の確保に向け、在宅医療への意識付けを図るため山梨大学・県立大学の医学生・看護学生
を対象に、在宅医療機関での体験実習の実施を支援する。

・事業主体　山梨大学
・補助率 　　10/10

510

医学生・看護学生の在宅医療体験研修　21人
⇒
在宅療養支援病院数・診療所数
　77箇所（R5）⇒　87箇所（R7.4.1現在）

20 医師修学資金貸与事業 医師の県内定着を促進し、医師不足や地域及び診療科の偏在を是正するため、地域枠入学者に対し修学資金の貸与を行う。 ・事業主体　県 290,550

新規医師修学資金貸与者数（地域枠）　37（人）
⇒
人口10万人対の医師数は年々増加している｡
(H28:239.8 H30:246.8　R2:259.4  R4:267.8）

21 医療従事者確保対策事業 医療有害事象発生時のファーストエイドを適切に行うため、ピアサポート体制の構築を支援する。
・事業主体　山梨大学
・補助率 　　10/10

835

ピアサポーター研修会の開催　　1回/年
⇒
医療施設従事医師数
　1,924人（H28）→ 2,068人（R4）
就業看護職員数（常勤換算後）
　10,350.1人（R4） → 10,354.4人（R6）
ナースセンターに届出を行っている離職者数（実人数）
　400人（R5)→ 338人（R6）

22
産科医確保臨床研修支援事
業

産科医師を養成・確保するため、県内統一の産科後期研修プログラムの運営及び研修医の募集を支援する。
・事業主体　山梨大学
・補助率 　　10/10

8,800

新たな後期研修医の確保（3人）
⇒
分娩を取り扱う常勤医師数
　58人（R5）→　60人（R7.4.1)

23 産科医等分娩手当支給事業 産科医師等に対し分娩手当を支給する医療機関を支援する。
・事業主体　 分娩取扱医療機関
・補助率 　   2/3、1/3

21,022

分娩手当支給者数（医師）　54人
⇒
分娩を取り扱う常勤医師数
　58人（R5）→　60人（R7.4.1)

24
NICU入室児担当手当支給事
業

新生児医療担当医師に対し手当を支給する医療機関を支援する。
・事業主体　 NICUを有する医療機関
・補助率 　　 1/3

903

新生児医療担当医23人への手当支給
⇒
新生児医療担当医師数（常勤）
　40人（R5）→　51人（R7.4.1)

25
小児救急医療体制確保事業
（小児救急医療体制整備事
業）

休日・夜間に、小児科を標榜する病院等が輪番制により小児患者を受け入れる体制を整備するための経費に支援する。
・事業主体　小児救急医療事業推進
　　　　　　　　委員会
・補助率 　　2/3

35,441

小児二次救急輪番体制の維持確保
参加病院数　7病院（H29）→ 7病院（R6）
⇒
小児二次救急輪番病院の小児科医師数
　37人（H29）→　３8人（R6）
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26
小児救急医療体制確保事業
（小児救急電話相談事業）

休日・夜間に、小児患者の保護者等向けの専門の看護師による電話相談体制を整備する。
・事業主体　甲府市医師会
（委託事業）

27,434

継続的な小児救急電話相談の実施日数・相談件数
年間365日、相談件数13,460件
⇒
電話相談のうち、翌日以降の受診又は受診不要と回答した割合　27.0%(H28)→17.５%(R6)

27 救急搬送受入支援事業
患者の疾病別の搬送のルール化や最終受入医療機関の継続的な確保など救急患者の受入体制を整備することにより、受入
医療機関の医師のスキルアップを図るとともに、救急専門医の負担を軽減し人材の確保を行う。

・事業主体　最終受入医療機関
・補助率 　　1/3

19,922

救急搬送受入困難事例の対象となる救急搬送１件あたりの平均受入要請回数　1.5回（H30）→
1.7回（R6）
⇒
救急専門医　20名（R元） → 32名（R6）

28 新人看護職員研修事業
・自施設での新人看護職員に対する臨床研修実施への支援を行うとともに、自施設では研修を完結できない小規模病院に対
する新人看護職員を対象とした合同研修を実施する。
・実地指導者、新人看護師指導担当者等への研修の実施により、適切な研修実施体制を確保する。

多施設合同研修、実地指導者研修
・事業主体　県立大学（委託事業）
　

新人看護職員卒後研修
・事業主体　各医療機関
・補助率     1/2
　

新人看護師指導担当者研修
・事業主体　県看護協会（委託事業）

11,603

看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止を図るために実施する各研修の実施回数
・多施設合同研修の実施　　　　　　（6日間・33人）
・教育担当者研修の実施　　　　　　（6日間・9人）
・新人看護職員卒後研修の実施　　　（20病院・計270人）
・新人看護師指導担当者研修の実施　（3日間・39人）
⇒
就業看護職員数（常勤換算後）
　10,350.1人（R4） → 10,354.4 人（R6）
ナースセンターに届出を行っている離職者数（実人数）
　400人（R5） → 338人（R6）

29 看護職員資質向上推進事業
看護職のラダーや職能別の研修、実習施設の指導者への研修、潜在看護職員等の有資格看護職者を対象とした復職支援研
修を実施するとともに、認定看護師の養成を支援する。

看護職員専門分野研修
・事業主体　県立大学
・補助率     10/10
　

看護職員実務研修､潜在看護職員復職研修
・事業主体　県看護協会（委託事業）
　

看護職員実習指導者講習
・事業主体　県

5,195

看護職員の資質向上を図るために実施した各研修の実施回数
・看護職員実務研修の実施（7分野全28回・計152人）
・潜在看護職員復職研修事業（1人）
・看護職員実習指導者講習会の実施
　（長期14人、特定分野13人）
・看護職員専門分野研修の実施（認知症看護　7か月間・計22人）
⇒
就業看護職員数（常勤換算後）
　10,350.1人（R4） → 10,354.4 人（R6）
ナースセンターに届出を行っている離職者数（実人数）
　400人（R5） → 338人（R6）

30
看護職員確保対策事業
（看護の心の健康相談事業）

県内の看護職員を対象に、仕事に関する悩みや不安を気軽に相談できるよう臨床心理士による相談窓口を設置し、心の悩み
を解消する。

・事業主体　県看護協会
（委託事業）

468

就業継続のために実施した看護職の心の健康相談の実施回数
・月1回　　　　：11回開催
・相談者数　　：のべ40人
・新規相談者　：5人
⇒
就業看護職員数（常勤換算後）
　10,350.1人（R4） → 10,354.4 人（R6）
ナースセンターに届出を行っている離職者数（実人数）
　400人（R5） → 338人（R6）

31
看護職員確保対策事業
（ナースバンク事業）

ナースセンターのナースバンク事業において、離職者等を含めた未就業者に対する就業支援を強化する。
・事業主体　県看護協会
（委託事業）

1,072

ナースセンターの就業相談における就業者数
　298人（R5）→　240人（R6）
⇒
就業看護職員数（常勤換算後）
　10,350.1人（R4） → 10,354.4 人（R6）
ナースセンターに届出を行っている離職者数（実人数）
　400人（R5）→ 338人（R6）

32
看護職員確保対策事業
（ナースセンター・ハローワー
ク連携相談支援事業）

潜在看護職員の再就業を効果的に進めるため、ナースセンターと公共職業安定所（ハローワーク）が連携し、情報共有を行うと
ともに、ハローワークを巡回し就業相談を実施する。

・事業主体　県看護協会
（委託事業）

919

ハローワークにて実施する就業相談の実施回数
県内7箇所　月1回開催・相談件数　78件/年
　　　　　　　　再就職者　21人
⇒
就業看護職員数（常勤換算後）
　10,350.1人（R4） → 10,354.4 人（R6）
ナースセンターに届出を行っている離職者数（実人数）
　400人（R5） → 338人（R6）
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令和６年度地域医療介護総合確保基金事業の実施状況

実績
※ R7.7末現在で判明しているもの

事業
番号

事業名 事業概要
R6基金
執行額
（千円）

資料１－１

33
看護師等養成所運営費補助
事業

看護学生の看護実践能力の向上を図るため、看護師等養成所における専任教員の配置や実習経費など養成所の運営を支
援する。

・事業主体　民間立看護師養成所
・補助率 　　10/10

93,191

運営を支援した看護師等養成所（3施設）
⇒
・養成所卒業生県内就業率
　62.6%（R5年度卒業生）→　64.8%（R6年度卒業生）
・養成所の定員(1学年)に占める入学者の割合
　79.3％(R5年度入学者)→75.7％(R6年度入学者)

34
病院内保育所運営費補助事
業

勤務環境の改善を行う医療機関のうち、院内保育所の運営により改善を進める民間医療機関の取組を支援する。
・事業主体　民間医療機関
・補助率 　　2/3

21,612

当該補助により院内保育所を運営した施設数（5施設）
⇒
就業看護職員数（常勤換算後）
　10,350.1人（R4） → 10,354.4 人（R6）
ナースセンターに届出を行っている離職者数（実人数）
　400人（R5） → 338人（R6）

35 歯科衛生士確保対策事業 歯科衛生専門学校において実践的で質の高い教育を行うため、実習室の整備や教育環境の充実に支援する。
・事業主体　県歯科医師会
・補助率 　　2/3

2,444

・歯科衛生専門学校の施設整備　1箇所
⇒
在宅療養支援歯科診療所の数
　45施設(H28)  →　  46施設 (R6)

36
発達障害児医療支援ネット
ワーク構築事業

・児童精神科医の不足により十分なサービスが提供できていない発達障害について、地域の小児科医が発達障害の診療等が
担えるよう、基礎的知識や診断、治療についての研修会を開催する。
・専門医療機関と地域の小児科医との連携体制を確保するため、作成した医療連携パスの普及や改善を進める。
・円滑かつ速やかな診療体制を整備するため、地域小児科医と連携実績を重ね、医療連携のための基準を明確にしながら、そ
の評価、検証を行う。
・発達障害者支援の充実を推進するため、地域の精神科医及び精神科医療機関を対象としたネットワーク構築のため、検討委
員会を開催する。

・事業主体　県 229

こころの発達総合支援センターを中心に、地域の小児科医と連携推進を図る「子どもの発達を考え
る医療連携会議」、精神科医及び精神科医療機関と連携推進を図る「発達障害のための精神科
医療連携会議」を開催。発達障害や心のケアに係る症例検討・研修会の実施。
○R6実績
小児科医･･･連携会議4回＋研修会1回　34名の小児科医がﾒﾝﾊﾞｰ
精神科医等･･･連携会議3回
⇒
・発達障害等に係る知識・技能の習得に取り組む地域の小児科医の増加
　18名　（平成29年度）→ 34名（令和6年度）
・発達障害等の診療を標榜する医療機関
　13箇所（H26）→　15箇所（令和6年度）

37
心身障害児者歯科診療体制
強化事業

県内で障害者に対する歯科治療における静脈内鎮静法を施術できる歯科医師等を育成するための研修に支援する。
・事業主体　県歯科医師会
・補助率 　　10/10

2,154
口腔保健センター心身障害児者歯科診療利用者数
　1,513人（H29)　→　2,784人（R6）

38
看護職員就労環境改善事業
（病院看護管理者研修事業）

看護管理者的業務に従事している者を対象に、短時間正規雇用など多様な勤務形態等の導入や職場環境改善等に関する
研修等を行う。

・事業主体　県 50

多様な勤務形態等の導入や看護業務の効率化・職場風土改善に関する研修会の実施（1回・155
人）
⇒
・病院看護職員数
　6,783人（R5年度）→6,679人（R6年度）
・離職率
　看護職　9.8％（R４年度）→10.8％（R5年度）

39 周産期医療体制等整備事業
山梨大学に、生殖医療学・周産期医療学講座（寄附講座）を設置し、産科医の確保や胚培養士の育成支援を行う不妊専門医
の配置、地域の医療課題等に関する研究を行う。

・事業主体　山梨大学
（寄附講座）

34,000
生殖補助医療セミナー受講者数：31人
⇒
産婦人科入局者数：2人（R7）

40 特定行為研修受講促進事業
県内で実施される特定行為研修受講者（特定行為研修を組み込んだ認定看護師教育課程を含む）に受講料（入学料、受講
料、教材費など）を助成した医療機関等に対し、その助成額を助成する。

・事業主体　医療機関
・補助率 　　10/10、1/2

25,419

特定行為研修受講看護師数　事業全体で59人（R6）
⇒
県内における特定行為研修を修了した看護職員数
　30人(R5）→39人（R6）

41
医学生等キャリア形成支援
体制強化事業

・医師偏在対策と医師のキャリア形成の両立を推進するため、キャリア形成プログラムの対象医師の派遣先について、関係者間
の調整を行うとともに、医学生のキャリア形成にかかる支援を実施するため、キャリアコーディネータを配置する。
・地域医療に従事することを希望する医学生等の地域医療マインドの涵養のため、キャリア形成卒前支援プロジェクト（地域医療
実習や講義）を策定し、実施する。

・事業主体　山梨大学
（委託事業）

2,503

・地域枠医学生等への面談者数　　36人
・キャリアコーティネーターの配置　　１人
・キャリア形成卒前支援プロジェクトの実施　7回
⇒
医師の地域偏在の解消
[医療圏別人口10 万人あたり医療施設従事医師数の比較]
中北区域／峡東区域　1.57倍（R2）→ 1.46倍（R4）
中北区域／峡南区域　2.62倍（R2）→ 2.53倍（R4）
中北区域／富士･東部区域 1.99倍（R2）→ 2.13倍（R4）
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令和６年度地域医療介護総合確保基金事業の実施状況

実績
※ R7.7末現在で判明しているもの

事業
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事業名 事業概要
R6基金
執行額
（千円）

資料１－１

42
感染症専門医等感染症対応
人材養成事業

①山梨大学が設置する感染症学講座に対する寄附により、感染症専門医の養成、感染症に関する教育・研究の推進等を行
う。
②県立中央病院が開設する感染症専門医研修プログラムの受講者確保のため、同プログラム周知を目的としたWebサイトの充
実をサポートする等、感染症専門医の養成を支援する。
③施設等で感染症が発生した場合に対応できる即戦力を養成するため、県が医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師を対象
に、感染管理に関する講義及び実地研修を実施する。

事業主体　①山梨大学（寄附講座）
　　　　　　　②県立中央病院
　　　　　　　③山梨県

27,014

①・山梨大学専門医養成講座受講者数　2人（R6）
　 ・医学部生・看護学生に対する各種教育実施
　 ・県内医療従事者に対する研修実施
②・県立中央病院での専門医養成講座受講者数　1人（R6）
　 ・研修受講者確保Webサイトの充実
⇒
①②感染症専門医数
　令和3年：1人　→　令和6年：2人
③感染症対応人材
　令和3年：0人　→　令和6年：122人

43
歯科衛生士修学資金貸付事
業

５年間県内の医療機関で歯科衛生士として勤務することを条件に返還を免除する歯科衛生士修学資金の貸付を行う。
・事業主体　県歯科医師会
・補助率 　　10/10

9,780

歯科衛生士修学資金貸付者数　23名
⇒
在宅療養支援歯科診療所の数
　46箇所（R4）→46箇所（R7.4.1時点）

44
新人・復職希望歯科衛生士
等技術習得支援研修 新人歯科衛生士や復職を希望する歯科衛生士有資格者等を対象として技術研修を行う。

・事業主体　県歯科医師会
・補助率 　　10/10

492

技術支援研修会の開催　年２回
⇒
技術支援研修会への参加者
  20名（R5）→20名（R6）

45
看護師等養成所施設整備事
業

看護職員を目指す学生の教育環境の改善・向上を図るため、看護師等養成所校舎の施設整備を行う。 ・事業主体　県 47,431

整備を実施する看護師等養成所　1施設
⇒
就業看護職員数（常勤換算後）
　10,350.1人（R4） → 10,354.4 人（R6）

46 山梨DMAT隊員研修事業 県内での活動を想定した都道府県DMAT研修（国の研修の一部として認定された2日程度の研修）を実施する。 ・事業主体　県 1,327

都道府県DMAT研修の開催　1回
⇒
山梨DMAT隊員数
  0人（R5）→30人養成（R6）

47
看護職員確 保・ 定着 促進
コーディネーター事業

看護管理や組織運営等に豊富な知識・経験を持つ「看護職員確保・定着促進コーディネーター」を派遣し、個々の医療機関等
が抱える看護職員確保における課題を調査分析のうえ、改善策の助言を行うとともに、改善策の実施を伴走支援する。

・事業主体　県看護協会
（委託事業）

3,844

派遣施設数　3施設
⇒
・離職率
　新卒11.4％（R4年度） →8.9％以下（R5年度）
　全職9.8％（R4年度）→10.8％以下（R5年度）
・病院看護職員数
　6,783人（R5年度）→6,697人（R6年度）

48
看護師等養成所実習機会確
保事業

看護学生の看護実践能力の向上を図るため、実習の際に行うPCR検査等の経費を補助する。
・事業主体 看護師養成所、歯科衛生士
養成所

162

補助施設数（2施設）
⇒
養成所卒業生県内就業率
　62.6%（R5年度卒業生）→　64.8%（R6年度卒業生）

1,017,134合　　計
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令和７年度地域医療介護総合確保基金事業の実施計画

295,581

1 地域医療構想推進事業
・地域医療構想を達成するため、医療機関等が行う回復期等への転換や事業縮小に係る施設・設備整備、地域連携等に係る検討
の費用に対して支援する。
・地域医療構想調整会議で活用する医療提供体制のあり方に係る調査・分析等を行う。

【施設及び設備の整備】
・事業主体　医療機関
・補助率 　　1/2

217,210

2
医療機能分化・連携推進地域移行支援
事業

病院関係者やケアマネジャー、訪問看護師等多職種のネットワーク化を推進するため、拠点となる支援センターの設置に対して支援
する。また、センターと連携し、実際に各地域で活動を行う地域活動拠点の機能強化等を支援することにより、慢性期病床の入院患者
の在宅移行を促進する。

【センターの設置】
・事業主体　県看護協会
（委託事業）
【地域活動拠点機能強化等】
・事業主体　地域活動拠点(訪問看護st)
・補助率　1/3　　2/3　　1/4

44,021

3 医療機能多職種連携促進事業
医療や介護等関係職種の調整役を担う看護師を養成するとともに病院等での活躍の場の拡大や周知を図り、多職種間の連携を強化
する。

・事業主体　県看護協会
（委託事業）

2,556

4 地域医療連携推進総合拠点事業
病院関係者やかかりつけ医、ケアマネジャー等多職種からの相談に対応できる総合相談窓口を設置することにより、医療・介護連携を
推進する。

・事業主体　県医師会
・補助率 　　10/10

2,310

5 救急医療病院間連携推進事業 転院の促進により重篤な患者を受け入れる病床を確保するため、救急医療機関が行う転院搬送体制の整備に対し支援する。
・事業主体　最終受入医療機関
・補助率 　　1/2

29,484

70,224

6 単独支援給付金支給事業
医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編の実施に伴い、減少する病床数に応じた給付金を
支給する。

・事業主体　①牧丘病院　②市川三郷病院 70,224

153,992

7 在宅医療推進協議会設置事業
県医師会及び地区医師会における在宅医療に取り組む医師及び多職種からなる協議会の設置、地域及び全県における在宅医療の
課題の検討、研修会等の開催に対し支援を行う。

・事業主体　県医師会
・補助率 　　10/10

3,210

8 在宅歯科医療連携室整備事業
歯科医療連携室を設置し、①医科・介護等との連携・調整、②在宅歯科医療希望者への歯科医師紹介、③在宅歯科医療機器の購
入・貸出等を行うとともに、住民や医科、介護関係者等からなる推進協議会等を設け、事業の評価・検討を定期的に行い業務の効率
化を図る。

・事業主体　県歯科医師会
（委託事業）

4,229

9 在宅医療広域連携等推進事業 県内各保健福祉事務所において在宅医療の多職種関係者の連携会議を開催する。 ・事業主体　県 669

区分Ⅰ－１．病床の機能分化・連携の推進

区分Ⅰ－２．病床の機能再編

区分Ⅱ．在宅医療の充実

事業
番号

事業名 事業概要
R7基金

執行計画額
（千円）

資料１－２
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令和７年度地域医療介護総合確保基金事業の実施計画

事業
番号

事業名 事業概要
R7基金

執行計画額
（千円）

資料１－２

10 訪問看護推進事業
・県内の在宅医療の推進を図るため、医療機関･訪問看護ステーション・居宅介護支援事業所、市町村、保健所等で構成する訪問看
護推進協議会で、訪問看護に関する課題や対策等を協議する。
・県民や看護職、支援関係者を対象に、在宅医療の推進に不可欠な訪問看護の充実を図るため、研修・普及啓発等を実施する。

・事業主体　県看護協会等
（委託事業）

550

11 医療と生活をつなぐ看護人材育成事業 在宅療養者の抱える問題に対応できる人材を育成するための研修や、訪問看護師の養成研修・教育研修等を実施する。
・事業主体　県看護協会
（委託事業）

6,912

12 在宅医療連携拠点形成促進事業
在宅医療へ新規参入の促進のための研修会の開催や、参入意欲を有する医療機関に対しアドバイザーの派遣等の個別支援を行う。
また、各地域において24時間対応が出来る緊急時体制の構築に向けた取組を支援する。

・事業主体　県 97,223

13 在宅医療実施意向調査事業 県内の在宅医療の実態を把握するため、医療機関を対象とした調査・分析を行う。 ・事業主体　県 2,530

14 医療的ケア児支援センター運営事業 医療的ケア児者及びその家族を包括的に支援する体制を整備するため、医療的ケア児支援センターの設置・運営等を行う。
・事業主体　国立病院機構甲府病院
（委託事業）

14,941

15 医療型短期入所事業所整備促進事業

・医療的ケア児者の地域生活を支える医療型短期入所事業所のニーズに対して、十分な事業所数が確保できていないことから、新た
に医療型短期入所事業所を開設する医療法人等に対し、備品購入等に係る経費の支援を行う。
・看護師が重症心障害児者や医療的ケア児者への対応方法を学び、習得できるようにするため、医療機関の人員体制が手薄な夜間
にヘルパーを派遣し、看護師の支援を行う。

・事業主体　医療法人
・補助率 　　3/4

18,653

16
在宅透析患者の医療提供体制強化事
業

県協議会及び各保健所圏域での連携推進会議、研修会、実態調査、災害時透析情報共有システム運用、患者教育教材及び手引
き作成事業を行う。

・事業主体　山梨県透析医会
・補助率　10/10

5,075

897,972

17 地域医療支援センター運営事業

・医師の地域偏在の解消と定着を図るため、医師のキャリア形成支援と一体的に医師不足病院の医師確保を支援する。
・県内の医師不足状況の把握分析を進めるとともに、若手医師を地域の医療機関に誘導するため、地域枠医学生等に対する面談等
を実施する。
・地域の医療機関における研修体制を整備するため、臨床研修指導医講習会を開催するとともに、若手医師を対象とした講習会を実
施する。

・事業主体　山梨大学
（委託事業）

23,657

18 医師派遣推進事業 医師派遣調整検討委員会における協議を踏まえ、医師不足病院に対し医師派遣を行う山梨大学の運営等に対し支援する。
・事業主体　山梨大学
(医師派遣調整検討委員会開催は委託)
・補助率 　　10/10

75,052

区分Ⅳ　医療従事者の確保・養成
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令和７年度地域医療介護総合確保基金事業の実施計画

事業
番号

事業名 事業概要
R7基金

執行計画額
（千円）

資料１－２

19
医療勤務環境改善支援センター運営事
業

医療機関における勤務環境改善の自主的な取組を支援するためのセンターを設置し、マネジメントシステムの普及・導入支援、相談
対応、情報提供等を実施する。

・事業主体　県 1,525

20 医学生等体験研修事業
在宅医療に取り組む医療従事者の確保に向け、在宅医療への意識付けを図るため山梨大学・県立大学の医学生・看護学生を対象
に、在宅医療機関での体験実習の実施を支援する。

・事業主体　山梨大学
・補助率 　　10/10

1,040

21 医師修学資金貸与事業 医師の県内定着を促進し、医師不足や地域及び診療科の偏在を是正するため、地域枠入学者に対し修学資金の貸与を行う。 ・事業主体　県 358,800

22 産科医確保臨床研修支援事業 産科医師を養成・確保するため、県内統一の産科後期研修プログラムの運営及び研修医の募集を支援する。
・事業主体　山梨大学
・補助率 　　10/10

8,800

23 産科医等分娩手当支給事業 産科医師等に対し分娩手当を支給する医療機関を支援する。
・事業主体　 分娩取扱医療機関
・補助率 　   2/3、1/3

31,616

24 NICU入室児担当手当支給事業 新生児医療担当医師に対し手当を支給する医療機関を支援する。
・事業主体　 NICUを有する医療機関
・補助率 　　 1/3

1,386

25
小児救急医療体制確保事業
（小児救急医療体制整備事業）

休日・夜間に、小児科を標榜する病院等が輪番制により小児患者を受け入れる体制を整備するための経費に支援する。
・事業主体　小児救急医療事業推進
　　　　　　　　委員会
・補助率 　　2/3

38,134

26
小児救急医療体制確保事業
（小児救急電話相談事業）

休日・夜間に、小児患者の保護者等向けの専門の看護師による電話相談体制を整備する。
・事業主体　甲府市医師会
（委託事業）

27,484

27 救急搬送受入支援事業
患者の疾病別の搬送のルール化や最終受入医療機関の継続的な確保など救急患者の受入体制を整備することにより、受入医療機
関の医師のスキルアップを図るとともに、救急専門医の負担を軽減し人材の確保を行う。

・事業主体　最終受入医療機関
・補助率 　　1/3

21,246

28 新人看護職員研修事業
・自施設での新人看護職員に対する臨床研修実施への支援を行うとともに、自施設では研修を完結できない小規模病院に対する新
人看護職員を対象とした合同研修を実施する。
・実地指導者、新人看護師指導担当者等への研修の実施により、適切な研修実施体制を確保する。

多施設合同研修、実地指導者研修
・事業主体　県立大学（委託事業）
　

新人看護職員卒後研修
・事業主体　各医療機関
・補助率     1/2
　

新人看護師指導担当者研修
・事業主体　県看護協会（委託事業）

16,081
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令和７年度地域医療介護総合確保基金事業の実施計画

事業
番号

事業名 事業概要
R7基金

執行計画額
（千円）

資料１－２

29 看護職員資質向上推進事業
看護職のラダーや職能別の研修、実習施設の指導者への研修、潜在看護職員等の有資格看護職者を対象とした復職支援研修を
実施するとともに、認定看護師の養成を支援する。

看護職員専門分野研修
・事業主体　県立大学
・補助率     10/10
　

看護職員実務研修､潜在看護職員復職研修
・事業主体　県看護協会（委託事業）
　

看護職員実習指導者講習
・事業主体　県

6,608

30
看護職員確保対策事業
（病院看護管理者研修事業）

看護管理者的業務に従事している者を対象に、短時間正規雇用など多様な勤務形態等の導入や職場環境改善等に関する研修等
を行う。

・事業主体　県 162

31
看護職員確保対策事業
（看護の心の健康相談事業）

県内の看護職員を対象に、仕事に関する悩みや不安を気軽に相談できるよう臨床心理士による相談窓口を設置し、心の悩みを解消
する。

・事業主体　県看護協会
（委託事業）

678

32
看護職員確保対策事業
（ナースバンク事業）

ナースセンターのナースバンク事業において、離職者等を含めた未就業者に対する就業支援を強化する。
・事業主体　県看護協会
（委託事業）

1,485

33
看護職員確保対策事業
（ナースセンター・ハローワーク連携相談
支援事業）

潜在看護職員の再就業を効果的に進めるため、ナースセンターと公共職業安定所（ハローワーク）が連携し、情報共有を行うとともに、
ハローワークを巡回し就業相談を実施する。

・事業主体　県看護協会
（委託事業）

1,092

34 看護師等養成所運営費補助事業 看護学生の看護実践能力の向上を図るため、看護師等養成所における専任教員の配置や実習経費など養成所の運営を支援する。
・事業主体　民間立看護師養成所
・補助率 　　10/10

95,100

35 病院内保育所運営費補助事業 勤務環境の改善を行う医療機関のうち、院内保育所の運営により改善を進める民間医療機関の取組を支援する。
・事業主体　民間医療機関
・補助率 　　2/3

24,965

36 歯科衛生士確保対策事業 歯科衛生専門学校において実践的で質の高い教育を行うため、実習室の整備や教育環境の充実に支援する。
・事業主体　県歯科医師会
・補助率 　　2/3

5,194

37
発達障害児医療支援ネットワーク構築事
業

・児童精神科医の不足により十分なサービスが提供できていない発達障害について、地域の小児科医が発達障害の診療等が担える
よう、基礎的知識や診断、治療についての研修会を開催する。
・専門医療機関と地域の小児科医との連携体制を確保するため、作成した医療連携パスの普及や改善を進める。
・円滑かつ速やかな診療体制を整備するため、地域小児科医と連携実績を重ね、医療連携のための基準を明確にしながら、その評
価、検証を行う。
・発達障害者支援の充実を推進するため、地域の精神科医及び精神科医療機関を対象としたネットワーク構築のため、検討委員会を
開催する。

・事業主体　県 520
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令和７年度地域医療介護総合確保基金事業の実施計画

事業
番号

事業名 事業概要
R7基金

執行計画額
（千円）

資料１－２

38 心身障害児者歯科診療体制強化事業 県内で障害者に対する歯科治療における静脈内鎮静法を施術できる歯科医師等を育成するための研修に支援する。
・事業主体　県歯科医師会
・補助率 　　10/10

2,161

39 周産期医療体制等整備事業
山梨大学に、生殖医療学・周産期医療学講座（寄附講座）を設置し、産科医の確保や不妊治療体制の充実・強化等に関する研究を
行う。

・事業主体　山梨大学
（寄附講座）

34,000

40 不妊治療体制強化事業
子どもを望む夫婦が不妊治療を受けやすい環境を整備するため、山梨大学が設置する高度生殖補助技術センターが実施する胚培
養士の育成・研修に要する経費を補助することで、胚培養士の人材育成を進める。

・事業主体　山梨大学
・補助率 　　10/10

7,500

41 特定行為研修受講促進事業
県内で実施される特定行為研修受講者（特定行為研修を組み込んだ認定看護師教育課程を含む）に受講料（入学料、受講料、教
材費など）を助成した医療機関等に対し、その助成額を助成する。

・事業主体　医療機関
・補助率 　　10/10、1/2

52,650

42
医学生等キャリア形成支援体制強化事
業

・医師偏在対策と医師のキャリア形成の両立を推進するため、キャリア形成プログラムの対象医師の派遣先について、関係者間の調
整を行うとともに、医学生のキャリア形成にかかる支援を実施するため、キャリアコーディネータを配置する。
・地域医療に従事することを希望する医学生等の地域医療マインドの涵養のため、キャリア形成卒前支援プロジェクト（地域医療実習や
講義）を策定し、実施する。

・事業主体　山梨大学
（委託事業）

2,998

43 ドクターバンクスタートアップ支援事業費
診療所の承継増加による医師の地域偏在是正・高齢化対策を図るため、県医師会が新たに実施するドクターバンク事業のホーム
ページ開設を支援する。

・事業主体　山梨県医師会
・補助率 　　10/10

3,740

44
感染症専門医等感染症対応人材養成
事業

①山梨大学が設置する感染症学講座に対する寄附により、感染症専門医の養成、感染症に関する教育・研究の推進等を行う。
②県立中央病院が開設する感染症専門医研修プログラムの受講者確保のため、同プログラム周知を目的としたWebサイトの充実をサ
ポートする等、感染症専門医の養成を支援する。
③施設等で感染症が発生した場合に対応できる即戦力を養成し、資質の維持・向上をはかるため、県が医師、看護師、薬剤師、臨床
検査技師を対象に、感染管理に関する講義及び実地研修を実施する。

事業主体　①山梨大学（寄附講座）
　　　　　　　②県立中央病院
　　　　　　　③山梨県

28,906

45 歯科衛生士修学資金貸付事業 ５年間県内の医療機関で歯科衛生士として勤務することを条件に返還を免除する歯科衛生士修学資金の貸付を行う。
・事業主体　県歯科医師会
・補助率 　　10/10

10,689

46
新人・復職希望歯科衛生士等技術習得
支援研修

新人歯科衛生士や復職を希望する歯科衛生士有資格者等を対象として技術研修を行う。
・事業主体　県歯科医師会
・補助率 　　10/10

811

47 看護師等養成所施設整備事業 看護職員を目指す学生の教育環境の改善・向上を図るため、看護師等養成所校舎の施設整備を行う。 ・事業主体　県 3,386
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事業
番号

事業名 事業概要
R7基金

執行計画額
（千円）

資料１－２

48 山梨DMAT隊員研修事業 県内での活動を想定した都道府県DMAT研修（国の研修の一部として認定された2日程度の研修）を実施する。 ・事業主体　県 1,371

49
看護職員確保・定着促進コーディネー
ター事業

看護管理や組織運営等に豊富な知識・経験を持つ「看護職員確保・定着促進コーディネーター」を派遣し、個々の医療機関等が抱え
る看護職員確保における課題を調査分析のうえ、改善策の助言を行うとともに、改善策の実施を伴走支援する。

・事業主体　県看護協会
（委託事業）

6,480

50 看護職連携キャリア支援事業
看護職員の質の向上及び離職防止を図るため、看護職員に他の医療機関への出向機会を提供する「看護職員キャリア形成支援プロ
グラム」を構築するとともに、その相談・調整等を行う「看護職員キャリア支援センター（仮称）」を設置する。

・事業主体　県看護協会
（委託事業）

1,434

51 医科歯科連携強化事業 歯周病が妊婦に及ぼす影響について、正しい知識の普及を推進し、産婦人科医と歯科医の連携体制を構築する。
・事業主体　県歯科医師会
（委託事業）

1,221

18,126

52 地域医療勤務環境改善体制整備事業
医師の労働時間短縮に向けた取組として、医療機関が作成した「医師労働時間短縮計画」に基づく取組を総合的に実施する事業に
対し助成する。

・事業主体　医療機関
・補助率　10/10（資産形成以外の経費）
　　　　　　   1/2（資産形成経費）

18,126

1,435,895合　　計

区分Ⅵ　勤務医の労働時間短縮
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